
 

○千葉県地域防災計画【地震・津波附編〔東海地震に係る周辺地域としての対応計画〕】 

 

担当部署名 

ページ 
修正理由 修正案 現行 

関東総合通信局

総-3-2 

 
 

 

 

 

 

 

 

危機管理政策

課 

東-2-6 

 

 

 

 

 

 

 

 

危機管理政策

課 

東-4-2 

文言追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解除・追加等

による 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解除・追加に

よる 

 

 

 

 

 

（関東総合通信局） 

３ 災害対策用移動通信機器、臨時災害放送局用設備及び災害対策

用移動電源車の貸し出しに関すること 

 

 

 

 

 

 

機  関  名 
業     務     

大     綱 

京 葉 瓦 斯 株 式 会 社 

大多喜ガス株式会社 

公 益 社 団 法 人 

千葉県ＬＰガス協会 

房 州 瓦 斯 株 式 会 社 

京 和 ガ ス 株 式 会 社 

銚 子 瓦 斯 株 式 会 社 

野 田 ガ ス 株 式 会 社 

角 栄 瓦 斯 株 式 会 社 

東日本ガス株式会社 

総 武 ガ ス 株 式 会 社 

日 本 瓦 斯 株 式 会 社 

株式会社エナジー宇宙 

１ ガスの供給に関するこ

と 

２ ガス施設、装置、設備の

保全に関すること 

（関東総合通信局） 

３ 災害対策用移動通信機器及び災害対策用移動電源車の貸し出し

に関すること 

機  関  名 
業     務     

大     綱 

京 葉 瓦 斯 株 式 会 社 

大多喜ガス株式会社 

公 益 社 団 法 人 

千葉県ＬＰガス協会 

房 州 瓦 斯 株 式 会 社 

京 和 ガ ス 株 式 会 社 

銚 子 瓦 斯 株 式 会 社 

野 田 ガ ス 株 式 会 社 

角 栄 瓦 斯 株 式 会 社 

東日本ガス株式会社 

総 武 ガ ス 株 式 会 社 

日 本 瓦 斯 株 式 会 社 

１ ガスの供給に関するこ

と 

２ ガス施設、装置、設備の

保全に関すること 

房 州 瓦 斯 ㈱ 
京 和 ガ ス ㈱ 
銚 子 瓦 斯 ㈱ 
野 田 ガ ス ㈱ 
角 栄 瓦 斯 ㈱ 
東 日 本 ガ ス ㈱ 
 (公社)千葉県ＬＰガス協会 
総 武 ガ ス ㈱ 
日 本 瓦 斯 ㈱ 
㈱ エ ナ ジ ー 宇 宙 

房 州 瓦 斯 ㈱ 
京 和 ガ ス ㈱ 
銚 子 瓦 斯 ㈱ 
野 田 ガ ス ㈱ 
角 栄 瓦 斯 ㈱ 
東 日 本 ガ ス ㈱ 
 (公社)千葉県ＬＰガス協会 
総 武 ガ ス ㈱ 
日 本 瓦 斯 ㈱ 
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担当部署名 

ページ 
修正理由 修正案 現行 

防災対策課 

東-5-2 

千葉県災害対

策本部要綱改

正に伴う修正 

第５章 警戒宣言発令に伴う対応措置 

第１節 活 動 体 制 

１ 県の活動体制（表の修正） 

本 

部 

事 

務 

局 

事務局長 防災危機管理部次長 

事務局次長 

危機管理政策課長 

防災対策課長 

危機管理室長 

災害・危機対策監 

総務課長 

人事課長 

財政課長 

市町村課長 

事務局職員 

統制班 

庶務班 

情報班 

応急対策班 

応援受援班 

航空運用調整班 

被災者支援班 

住家被害対応班 

物資支援班 

通信・システム班 

広報班 

現地派遣班 

放射能事故対応班 
 

第５章 警戒宣言発令に伴う対応措置 

第１節 活 動 体 制 

１ 県の活動体制（表の修正） 

本 

部 

事 

務 

局 

事務局長 防災危機管理部次長 

事務局次長 

危機管理政策課長 

防災対策課長 

危機管理室長 

災害・危機対策監 

総務課長 

人事課長 

財政課長 

市町村課長 

事務局職員 

庶務班 

情報班 

応急対策班 

応援受援班 

航空運用調整班 

被災者支援班 

住家被害対応班 

物資支援班 

通信・システム班 

広報班 

現地派遣班 

放射能事故対応班 
 

危機管理政策

課 

東-5-4 

誤記 （名称）     （位置） 

千葉支部    危機管理政策課内 

  （名称）     （位置） 

 千葉支部      防災対策課内 
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担当部署名 

ページ 
修正理由 修正案 現行 

東-5-9 解除・追加に

よる 

第５章 計画宣言発令に伴う対応措置 

第２節 警戒宣言の伝達および広報 

１ 警戒宣言の伝達 

警戒宣言及び東海地震予知情報等の伝達系統及び伝達手段 

 

 

第５章 計画宣言発令に伴う対応措置 

第２節 警戒宣言の伝達および広報 

１ 警戒宣言の伝達 

警戒宣言及び東海地震予知情報等の伝達系統及び伝達手段 

 

 

報道広報課 

東-5-11 

広報媒体の追

加 

２ 警戒宣言時の広報 

 警戒宣言が発せられた場合、駅、道路における混乱、電話の輻

輳等が予想されるので、これらに対処するため、テレビ、ラジオ

等による広報のほか、県、市町村、各防災機関は所管業務を中心

に広報活動を積極的に行うものとする。 

 なお、各現場において、混乱発生のおそれが予想される場合は、

各防災機関において必要な対応及び広報を行うとともに、県災害

対策本部及び必要な機関へ緊急連絡を行う。 

 緊急連絡を受けた県災害対策本部は、必要な情報を速やかに県

民等へ広報する。 

 なお、県提供のテレビ・ラジオの広報番組、千葉県ホームペー

ジ（連動する各種インターネットサービスを含む。）、県公式SNS、

県民だより等を活用して県民へ広報する場合は、総合企画部報道

広報課を窓口として行う。 

２ 警戒宣言時の広報 

 警戒宣言が発せられた場合、駅、道路における混乱、電話の輻

輳等が予想されるので、これらに対処するため、テレビ、ラジオ

等による広報のほか、県、市町村、各防災機関は所管業務を中心

に広報活動を積極的に行うものとする。 

 なお、各現場において、混乱発生のおそれが予想される場合は、

各防災機関において必要な対応及び広報を行うとともに、県災害

対策本部及び必要な機関へ緊急連絡を行う。 

 緊急連絡を受けた県災害対策本部は、必要な情報を速やかに県

民等へ広報する。 

 なお、県提供のテレビ・ラジオの広報番組、千葉県ホームペー

ジ（連動する各種インターネットサービスを含む。）、県民だより

等を活用して県民へ広報する場合は、総合企画部報道広報課を窓

口として行う。 

報道広報課 

地-東-5-12 

広報媒体の追

加 

２ 警戒宣言時の広報 

（１）県における広報 

イ 広報の実施方法 

  テレビ、ラジオ、新聞等の報道機関の協力を得て、情報の

提供や呼びかけを適宜実施、千葉県ホームページ（連動する

各種インターネットサービスを含む。）、県公式SNSを活用す

るなど、広報活動を行う。 

 

２ 警戒宣言時の広報 

（１）県における広報 

イ 広報の実施方法 

  テレビ、ラジオ、新聞等の報道機関の協力を得て、情報の

提供や呼びかけを適宜実施、千葉県ホームページ（連動する

各種インターネットサービスを含む。）を活用するなど、広

報活動を行う。 

 

房 州 瓦 斯 ㈱ 
京 和 ガ ス ㈱ 
銚 子 瓦 斯 ㈱ 
野 田 ガ ス ㈱ 
角 栄 瓦 斯 ㈱ 
東 日 本 ガ ス ㈱ 
 (公社)千葉県ＬＰガス協会 
総 武 ガ ス ㈱ 
日 本 瓦 斯 ㈱ 
㈱ エ ナ ジ ー 宇 宙 

房 州 瓦 斯 ㈱ 
京 和 ガ ス ㈱ 
銚 子 瓦 斯 ㈱ 
野 田 ガ ス ㈱ 
角 栄 瓦 斯 ㈱ 
東 日 本 ガ ス ㈱ 
 (公社)千葉県ＬＰガス協会 
総 武 ガ ス ㈱ 
日 本 瓦 斯 ㈱ 
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担当部署名 

ページ 
修正理由 修正案 現行 

千葉県警 

交通規制課 

東-5-20 

東-5-22 

 

古い資料のた

め新しいもの

と差し替え 

第５章 警戒宣言発令に伴う対応措置 

第６節 交通対策 

１ 道路交通対策 

（１）県警察のとる交通対策 

 別表１ 緊急交通路指定予定路線一覧 

 

     緊急交通路指定予定路線 

第５章 警戒宣言発令に伴う対応措置 

第６節 交通対策 

１ 道路交通対策 

（１）県警察のとる交通対策 

 別表１ 広域交通規制対象道路及び広域交通検問所 

      

     広域交通規制対象路線図 

東京ガス（株）

東-5-30 

組織改正のた

め 

第７節 上下水道、電気、ガス、通信等対策 

４ ガス対策 

  東京ガス株式会社・東京ガスネットワーク株式会社は、警戒宣

言が発せられた場合、次の対策を講じる 

第７節 上下水道、電気、ガス、通信等対策 

４ ガス対策 

  東京ガス株式会社は、警戒宣言が発せられた場合、次の対策を

講じる 

危機管理政策

課 

東5-32 

追加・解除に

よる 

（４）広報 

大多喜ガス株式会社、京和ガス株式会社、銚子瓦斯株式会社、野田

ガス株式会社、角栄瓦斯株式会社、東日本ガス株式会社、総武ガス

株式会社、日本瓦斯株式会社株式会社エナジー宇宙は、警戒宣言が

発せられた場合、次の対策を講じる。 

（４）広報 

大多喜ガス株式会社、京和ガス株式会社、銚子瓦斯株式会社、野田

ガス株式会社、角栄瓦斯株式会社、東日本ガス株式会社、総武ガス

株式会社、日本瓦斯株式会社は、警戒宣言が発せられた場合、次の

対策を講じる。 

危機管理政策

課 

東-5-33 

 第７節 上下水道、電気、ガス、通信等対策 

５ 通信対策 

（２）情報連絡室の設置 

警戒宣言の受報後、千葉事業部は速やかに情報連絡室を設置し、情

報の収集及び伝達を行う。 

なお、千葉事業部情報連絡室は、次の場所に設置する。 

設置場所：千葉事業部千葉災害対策室（エム・ベイポイント 

幕張８Ｆ） 

電話番号：043-211-8652（代） 

第７節 上下水道、電気、ガス、通信等対策 

５ 通信対策 

（２）情報連絡室の設置 

警戒宣言の受報後、千葉事業部は速やかに情報連絡室を設置し、情

報の収集及び伝達を行う。 

なお、千葉事業部情報連絡室は、次の場所に設置する。 

設置場所：千葉事業部千葉災害対策室（エム・ベイポイント 

幕張８Ｆ） 

電話番号：043-211-8652（代） 

疾病対策課 

東-5-40 

感染拡大防止

策を講じるの

は施設等の管

理者等にな

る。 

第１０節 救護救援・防疫対策・保健活動 

２ 防疫対策 

（１） 県が行う業務 

 ア 保健所は（中略）必要に応じて市町村や関係機関等に対し感

染拡大防止の指導をする。市町村や関係機関等が感染拡大防止

策を講じることが困難と判断される場合には、保健所等、県が

実施する。 

第１０節 救護救援・防疫対策・保健活動 

２ 防疫対策 

 （１）県が行う業務 

   ア 県の業務 

     保健所は（中略）必要に応じて市町村や関係機関等の協

力を得て感染拡大防止策を講ずる。 
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